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《研究ノート》
一汽轎車におけるトヨタ生産方式による改善活動
韓　亮・清　水　耕　一
１．は じ め に
　本稿の目的は，中国の第一汽車集団公司（以下，一汽と略称する）に属す一汽轎車股份有限公司（以
下，一汽轎車と略称する）における製造現場の改善事例を示すことによって，一汽轎車におけるトヨ
タ生産方式の導入実態を説明することにある。
　本稿の対象である一汽轎車は中国の国有企業である一汽の乗用車生産部門の中核企業である。一汽
の設立は1950年に結ばれた「中ソ友好同盟相互援助条約」に基づく旧ソ連からの中国に対する156項
目の支援プロジェクトの中の最大プロジェクトであった（李，1996）。一汽轎車の前身はこの一汽の
乗用車生産部門として誕生し，1958年５月に中国最初の国産乗用車「東風」の製造を開始し，同年８
月には中国乗用車の代表作である高級乗用車「紅旗」シリーズの第１号車であるCA⊖72型の生産を開
始した。その後，「紅旗」は中国政府公用車となり，「国賓用車」や「政治用車」とも呼ばれていた。
また，一汽轎車は国有企業であることから，中国自動車産業において長期にわたって優位な地位を保っ
ていたものの，国内外の情勢や国家政策・戦略の影響を受けやすい体質を持っていた。しかし一汽轎
車はこういった国内外の情勢に左右されながらも自ら革新に務めている。その一つが，トヨタ生産方
式に基づく改善による生産効率の向上と原価低減の追求である。
　一汽は設立当初に生産システムとして旧ソ連からソ連版フォード・システムを導入してトラック「解
放」号を生産した（李，1996）。そのため，一汽轎車も一汽の一生産部門として本社が導入したフォー
ド・システムの影響を少なからず受けた。しかも国有企業であったことから，改善活動が無かった訳
ではないが生産革新へのインセンティブが弱く，長期にわたって非効率なフォード・システムによる
生産を行っていた。転機はトヨタ自動車の大野耐一氏が一汽を訪問した1977年であった。翌1978年に
一汽の管理層が日本自動車産業を視察し，トヨタ自動車を始めとして日本の自動車メーカー各社を訪
問し，半年にわたって先進的な生産方法・管理方法を学んだ。訪日代表団が一汽に戻った後，参考資
料や筆記資料などに基づいてトヨタ生産システムの自主導入を目指し，カンバン方式等の重要な生産
管理方法を一汽の生産現場に導入した。1980年代になると，一汽はトヨタ自動車の大野耐一氏を招聘
して直接指導を受けた（李，1996；佐藤，2011）。その後，一汽は日野自動車の支援を受けてトヨタ
生産システムを導入したトランスミッション工場をモデル工場として，一汽全体にトヨタ生産システ
ムを導入しようとしたが，いずれの試みも当時の社会情勢や旧企業体制の「慣性力」が原因となって
失敗した（李，1996）。しかし，トヨタ生産システムの先進性が一汽に与えた衝撃は大きかった。一
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汽は2002年の天津汽車工業（集団）有限公司の買収によって，一汽とトヨタ自動車の中国市場におけ
るパートナー関係を樹立し，これを契機として一汽轎車はトヨタ生産システムを本格的に導入するこ
とになった。また，一汽轎車及び一汽轎車関連企業は若手・中堅従業員を一汽とトヨタ自動車の合弁
企業である天津トヨタに出向させ，トヨタ自動車からの支援者と一緒に働かせることでトヨタ自動車
の働き方や現場管理を学ばせ，人材の育成に努力している。
　上記のように，一汽轎車は中国自動車産業の歴史において重要な位置を占めているのであるが，一
汽轎車に関する研究は，一汽におけるトヨタ生産方式導入の試みを説明した李（1996），競争戦略の
視点から一汽轎車の組織間システムと中国の他自動車メーカーを比較研究した朴（2007），財務諸表
を利用して一汽轎車など自動車企業の経営構造を分析した肖威（2007）などがあるが稀であり，しか
も同社の生産システムに関する研究は皆無であった。その原因は以下の点にあると考えられる。まず，
一汽轎車の本社所在地は中国の東北地方の内陸部の長春にあり，北京や上海に比べると経済発展が遅
れている地域であって注目されにくい。次に，一汽轎車は一汽グループの一員であり，国有企業であ
ることから合資・合弁企業に比べると閉鎖的な企業であり，一汽轎車に関する資料や正確な情報が入
手しにくい。そして最後に，一汽轎車は年間20万台の生産能力を持っているが，中国国内において販
売順位や販売実績の高い企業ではない。以上の理由から，一汽轎車に研究者の関心が向かわなかった
と思われる。
　このように，一汽轎車の経営に関する資料は極めて少なく，しかも製造現場に関する先行研究も存
在しないことから，筆者の一人である韓亮が，一汽轎車の組立工場に関する実態調査（製造現場観察
と聞取り調査）を2004年から2011年まで毎年１回ないし２回実施することによって，資料及びデータ
を収集した。本稿は，一汽轎車の経営史に関する研究の一環として，このような実態調査に基づいて
同社のトヨタ生産方式に従った工程改善の実例を紹介し，同社によるトヨタ生産システムの導入実態
を示そうとするものである。本稿に示すデータは本稿末の参照資料に示す一汽の社史，及び2003年以
降の一汽轎車の年報のデータを除けば，会社資料も含めていずれも韓亮が現地調査において観察し収
集したデータである。
　以下，本稿はまず第２章において一汽轎車の乗用車組立工場の概略を示した後，第３章において一
汽轎車における改善活動の仕組みを説明し，第４章において現場改善の実例を示し，最後の結論にお
いて，一汽轎車によるトヨタ生産システム導入の程度を評価するとともに，問題点を指摘することに
する。
２． 一汽轎車の組立工場の概略
２．１　一汽轎車の概要
　1958年，一汽轎車は一汽の乗用車生産部門として誕生し，1984年に一汽の一汽轎車分工廠から一汽
轎車工廠となり，独立した生産工場として経営されるようになった。その後，1990年代の中国におけ
る国有企業改革期の1997年６月10日に一汽轎車は株式会社に改組され，一汽轎車股份有限公司として
生まれ変わった。同年６月18日には一汽轎車は中国・深圳にある深圳株式取引所に上場を果たした。
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しかし一汽轎車は一汽の完全子会社であったために，一汽轎車の発行株式の約53％は一汽が保有して
いる。
　2002年には一汽轎車の親会社である一汽が天津汽車を買収し，中国市場におけるトヨタ自動車との
パートナー関係を樹立した。これをきっかけに一汽轎車はトヨタ生産システムの本格的導入を進める
ことになる。翌年７月15日に一汽轎車は長春市高新技術産業開発区に新工場の建設を開始し，新工場
は2004年に稼働を開始したが，これが現在の一汽轎車第一工場であり，プレス工場，溶接工場，塗装
工場と組立工場で構成されている。2008年には，一汽轎車は第一工場の隣に第二工場の建設を始め， 
主に溶接工場，塗装工場と組立工場からなる第二工場は2010年に稼働を開始した。さらに2011年現在
において一汽轎車は第三工場の建設計画を進めている。また，第一工場と第二工場以外にも一汽轎車
は「紅旗」製造部，エンジン工場及びギア工場を持ち，また一汽轎車の子会社として，一汽轎車販売
会社と一汽マツダ販売会社をも傘下に置いている。
　現在，一汽轎車は自社ブランド車とマツダブランド車を生産している。すなわち，第一工場が2003
年からマツダブランドのアテンザシリーズ，アクセラシリーズ及びMPVを生産し，第二工場が主に
奔騰B50型，B70型とB90型を生産している。以下においては同社の主力車種であるマツダ車を生産し
ている第一工場の仔細を説明しておきたい。
　第一工場の敷地総面積は約708,740平方メートルであり，建屋の面積は当初26,905平方メートルで
あった（第二工場の生産開始に伴い，プレス工場と塗装工場の面積が拡大されている）。建設当初，
第一工場の生産能力は年産約10万台であったが，2005年頃には年産６万台程度にとどまっていた。
2008年頃から中国の自動車産業が飛躍的な成長を始め，一汽轎車もこの成長の波に乗って業績を順調
に伸ばした。表１に見られるように，一汽轎車の売り上げは2007年度から急速に増加し，生産台数も
2010年には274,668台に達した。このような需要増加に対応するために，第一工場は工場を改造して
生産効率を向上させており，タクトタイムは2005年頃の2.7分／台から2010年には58秒／台にまで短
縮されている。ところが，2011年になると中国自動車市場の成長が鈍化し，その影響を受けて一汽轎
車の業績も低下している。
表１　一汽轎車の売り上げの推移
（単位：万人民元）
年度 売り上げ 純利益 資産価値
2003   955,193.03  43,896.80  911,534.92
2004   964,330.21  31,303.20  697,898.44
2005 1,032,711.87  33,762.47  795,797.90
2006   995,745.79  34,739.85  823,633.21
2007 1,361,751.28  55,159.59  957,113.72
2008 2,024,545.66 108,945.96 1,012,986.33
2009 2,774,450.11 162,943.52 1,441,911.76
2010 3,729,590.16 185,946.09 1,767,453.67
2011 3,265,267.33 183,731.92 1,628,929.44
出所：一汽轎車の各年度年報より筆者が作成。
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２．２　人的資源の確保と育成
　一汽轎車の従業員構成を見ると，表２及び表３が示すように技術職と高学歴の従業員が多い。特に
大学院卒従業員は2003年にはわずか21人であったが，2011年には544人に増加している。また，技術
職員も2003年には481人であったが，2011年には３倍近い1,333人まで増員されている。このような高
学歴従業員を大幅に増員した背景には国家政策と企業間競争がある。一汽轎車は国有企業として，中
国中央政府のテクノロジー・イノベーション戦略に従い，戦略の展開に必要な人材を確保する必要が
あった。他方，中国市場における国内同業他社及び外国自動車メーカーとの競争を意識して，一汽轎
車は競争力の向上に必要な人材を確保し育成する必要があった。このような理由から高学歴の新卒者
の大量採用が進められたのであるが，同時に既存の従業員についても通信制教育などを利用して彼女・
彼らの一般教養とスキルの向上が図られている。ところで，一汽轎車においては，表２と表３の比較
からわかるように，大卒従業員は多いが，彼女・彼らは本社間接部門の事務・技術部門のスタッフと
してのみではなく，直接部門の生産ラインの生産要員としても雇用されている。
表２　一汽轎車の従業員構成
年度 ライン労働者 営業職員 技術工 財務職員 管理職・エンジニア その他従業員 計
2003 4,494 446  481 85 197 1,057 6,760
2004 4,877 432  535 82 201 1,045 7,172
2005 4,739 362  565 80 225 1,016 6,987
2006 4,613 319  599 61 436 1,080 7,108
2007 4,495 347  774 65 566  867 7,114
2008 4,383 365  908 68 543 1,030 7,297
2009 4,487 447 1,061 71 403  922 7,391
2010 4,534 479 1,320 75 750  678 7,836
2011 4,437 534 1,333 63 1061  675 8,103
出所：一汽轎車の各年度年報より筆者が作成。
表３　一汽轎車の学歴別従業員数
年度 大学院卒 大卒 中等専門学校 技術労働者学校 高卒 その他
2003 21 2,134 267 1,333 2,097 1,358
2004  32 2,214 256 1,302 2,055 1,313
2005  50 2,268 245 1,207 1,983 1,234
2006 121 2,544 242 1,138 1,897 1,166
2007 194 2,807 210 1,063 1,785 1,055
2008 263 2,941 187 1,034 1,879  993
2009 304 3,164 176 1,001 1,820  926
2010 420 3,457 171  883 2,227  678
2011 544 3,894 164  875 1,969  657
出所： 一汽轎車の各年度年報より筆者が作成。
　注）大卒には普通大学の本科（修業年限は４〜５年）と専科（修業年限は２〜３年）の修了者が含まれ，高卒
には普通高校（高級中学校）と職業学校（職業中学）の修了者が含まれている。中等専門学校（原語は「中等
専業学校」）は修業年限が一般に４年で，工業，農業，林業，医学，薬学，財政・経済，政治法律，体育，芸術
などの中級専門者を養成し，そのうち中等師範学校の場合は幼稚園や小学校の教員を養成している。技術労働
者学校（原語は「技工学校」）は就業年限が３年の工業高校レベルの中級技術労働者を養成している。
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　管理職教育については，一汽轎車は天津一汽トヨタの協力を得て，毎年数十名の中堅職員を天津一
汽トヨタに派遣し，３年もしくは５年間に渡って管理手法などを勉強させている。派遣された中堅職
員は天津一汽トヨタの本社及び工場の「科長」（課長）として働きながらノウハウを学んでいる。ま
た，一汽轎車の製造部門の従業員についても短期派遣と長期派遣がある。短期派遣は主にチームリー
ダー（TL）やグループリーダー（GL）クラスの生産部門の現場管理者が対象であり，彼女・彼らは
主に天津一汽トヨタの生産管理に関するノウハウを学んでいる。長期派遣は若手の製造部門のライン
労働者が中心であり，３ヶ月から最長２年の期間で彼女・彼らは製造スキルの向上を目的としてOJT
による訓練を受けている。
２．３　組立工場レイアウト
　一汽轎車の第一工場は2004年から稼働しているが，組立工場は需要増加に対応するためにレイアウ
トを数回変更している。そのため，組立工場レイアウトを示した図１は2004年の第一工場立ち上げ時
のレイアウト，2006年のレイアウト，及び2011年のレイアウトを総合して示している。
　2004年のラインでは，塗装工場から出てきた車体は図１の上方中央から内装工程１に入り，次いで
内装工程２に進む。内装工程１でドアが外されてドアレス組み立てが行われることになるが，外され
たドアは図１右下の物流スペースの天井レールを使って，外装工程１に平行して設置してあるドア組
立ラインに運ばれる。図１の右下の物流スペースの一角に内装工程２に平行してインパネ（ダッシュ
ボード）組立ラインが設けてあり，現代の組立工場によく見られるような効率的な配置になっている。
車体は内装工程１及び２の後，外装工程１に運ばれていく。外装工程１の隣にエンジンとトランスミッ
ション等を組み立つけるパワートレインラインがある。エンジン，トランスミッション，サスペンショ
ン等がつけられたパワートレインは自動運搬機によって外装工程１のマリアージュ工程に搬送され，
出所：筆者の調査による。
図１　一汽轎車第一組立工場の平面図
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車体に取り付けられる。その後，ドアラインでウィンドウ等を取り付けられたドアが左右に分けられ
て外装工程１と２の所定の位置に運ばれて，車体に取り付けられる。外装工程２の最後の段階で自動
充填機によってエンジンオイル，ブレーキオイル，トランスミッションオイル及び燃料が充填される。
同工程の終了後に，従業員が車体を検査ラインに移動する。検査ラインではタイヤや水漏れなどの検
査を受けた後に，走行テストを行う。走行テストは組立工場に隣接した走行テストコースで行われる。
そして走行テストの完了後，車両は再度検査ラインに運ばれて検査を受け，合格した車両が組立工場
の外にある臨時置き場に一時的に保管される。以上が，組立ラインのレイアウトと基本的な工程の流
れであるが，2011年の組立ラインも基本的にはこれと同一である。
　2006年には，「小紅旗」車の生産量が減少したことから，図１の外装工程２の左側にある物流スペー
スを利用して，小紅旗の専用組立ライン（図中の臨時組立ライン）が設置された。また，品質の向上
を理由として，検査ラインで検査を受けた後の走行テストは省かれることになった。さらに，一汽轎
車で生産されたメインの車種は次第にマツダブランドとなり，関連して物流スペースの変更も行なわ
れた。すなわち，CKD部品置き場や輸入部品開梱・検品場所などのスペースが設けられ，そのため
に国内生産部品の物流方法も変更された。
　2007年には仮設された小紅旗組立ラインが撤去され，現在のレイアウトになっている。また，第二
工場の稼働により一汽轎車の自社ブランドである奔騰の生産が第二工場に移され，第一工場はマツダ
ブランド車の専用組立工場になった。
３　一汽轎車における現場改善の仕組み
　国有企業改革までは，そして特に計画経済期には一汽轎車は国有企業として政府の指示どおりの生
産をしなければならず，生産台数のみならず販売価格も政府が決定権をもっていたため，生産効率の
向上や製造コストの低減に積極的に取り組むことはなかった。また，一汽轎車の生産工学に関する認
識レベルも低かった。なぜなら，一汽はソ連の援助を受けて設備から大量生産方式までワンセットで
導入し，中ソ関係悪化の結果としてソ連の専門家が帰国した後もソ連型の生産方式（フォード・シス
テム）を維持した。しかも，1958〜60年の大躍進時代以後には毛沢東の指導のもとに中国企業は科学
的規則を軽視し，人間の能力を過度に強調して，人力であらゆる困難を克服しようとしていた。その
ため，一汽轎車もまた生産工程の改善を軽視し，低い生産性をカバーするために，労働強化と雇用増
を進め，従業員数の過剰雇用を引き起こすなど，ムダの多い生産を行っていた。
３．１　文化大革命以前の改善活動
　1978年の一汽管理層の訪日を契機に一汽（及び一汽轎車）は日本式のQC活動を開始することにな
るが，それ以前に，一汽設立の初期から，一汽（及び一汽轎車）は日本のQC活動に似た品質管理・
現場改善活動を行なっていた。この従業員参加型の品質管理・現場改善活動には，主に２種類があった。
　QCサークルのようなチームで品質管理・現場改善を提案するのは各工場の共産党員によるチーム
であった。共産党員チームは品質管理・現場改善を提案するのみならず，生産・安全管理，従業員ス
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キル向上トレーニング，従業員のモチベーション向上に関する考案及び政治宣伝等から工場の一部の
管理業務まで広範囲にわたって，共産党員を中心に従業員を巻き込んで積極的に参画していた。この
一汽設立当時から行われていた従業員による改善提案は現在のレポート形式ではなく，主に共産党員
や製造現場の班長・組長が従業員の意見を聞取り，その意見を工場の共産党委員会や従業員代表会議
に提出して，これらの会議に提案を採用するかどうかの判断を委ねていた。さらに，従業員の意見
や提案を班のミーティング時に直接に班長に提案するという仕組みも設けてられていた。ところが，
1958年以降の大躍進政策とその後の文化大革命といった政治運動が激しくなり，工場内の共産党員
チームの役割が大きく変わり，政治活動を中心とするようになっていった。さらに，文化大革命によっ
て従業員自らの改善提案制度は形骸化し，機能しなくなっていった。
３．２　改革開放政策以後の改善活動：従業員提案制度とQCサークル活動
　1978年以降の改革開放政策のもとで，中国企業は積極的に海外の設備や生産方法や管理手法を学
び，生産工学に対する関心を高めた。一汽の管理層もまた日本の自動車産業を視察し，日本の新しい
生産方法や改善活動に関心を持つようになり，トヨタ生産方式の導入を試み，1981年には大野耐一氏
を招聘して同氏の直接指導も受けた（李，1996；佐藤，2011）。このように，1970年代末以降は，一
汽は日本的な生産管理を導入し始め，品質管理・現場改善など生産管理業務と共産党員による政治宣
伝等の活動を徐々に分離させていった。このような趨勢のもとで，一汽轎車自身は，新工場の稼働と
マツダとの委託生産関係の樹立，及び一汽とトヨタ自動車のパートナー関係の樹立を契機とし，トヨ
タ生産システムの本格的な導入に取り組むことになった。すなわち，一汽轎車はトヨタ生産システム
を推進するとともに，積極的に新たな生産技術・管理手法を導入し，物理的に生産効率の向上を進め
るだけではなく，従業員のトヨタ生産システムについての理解を深めるための講義や宣伝物の発行等
も行った。こうして一汽轎車においても，トヨタ的な提案制度やQCサークル活動が導入され，2008
年には全従業員を対象とした第一回QC成果発表会が開催され，以後毎年，優れた改善事例を発表す
る全社発表会が開催されるようになっている。
　生産現場における個人による改善活動としては，従業員は毎月３件以上の改善提案を提出するよう
に要求されている。改善提案はチームリーダーがまとめて，優秀な提案はグループリーダーの審査の
後にチーフリーダー（工長あるいは係長）に報告される。その後，該当する提案は工場長に推薦さ
れ，工場長の総合評価によって成果を従業員の給料に反映させることになっている。改善提案の内容
は様々で，灰皿の設置から標準作業書の改善まで，生産現場に関わるすべてのことが改善提案の対象
となっている。
　集団的な改善活動としては，生産中に発見した問題を，解決期間を設けて，問題が発生した製造工
程のチーム全員が参加して解決する改善活動がおこなわれている。一汽轎車のQC成果発表会で発表
されるものはほとんどがこのタイプの改善活動によって問題解決された事例である。こうしたチーム
は５人から８人によって構成されることが一般的だが，工程によってはチームが十数人で構成される
こともある。改善活動は製造工程のチームリーダーを中心として行なわれているが，チームリーダー
の代わりに任命された問題解決責任者が中心となって実施するケースもある。こうした改善活動の評
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価は成果のみならず，途中のプロセスをも対象としている。チームリーダーはチームメンバーのチー
ムワーク精神，問題解決能力，改善能力，スキル，QC手法の５つの要素について点数をつけてチー
ムメンバーを総合評価する。他方，各工場はチームによる提案内容と成果を審査し，優れたQC提案
を本社に推薦する。
　本社にはQC提案審議会が設置されており，審査員は表４の評価シートを使って，６つの評価カテ
ゴリー，全21項目について改善事例を評価し，すべての審査員がつけた点数の平均値によって順位づ
けを行ない，表彰している。
　６つの評価カテゴリーとは課題の選び方，現状把握と目標設定，分析方法と現状分析，対策と効果
及び標準化，改善活動における役割，発表状況で構成されている。課題の選び方というカテゴリーで
は課題がチーム全員の共通課題になっていたかどうか，課題はチームの能力とスキルに適合している
かどうか，課題の状況は明確に把握されているかどうか（不良率やムダなコストを数字で表すことが
できているかどうか），課題の選ぶ理由は明確であるかどうかという４項目のそれぞれについて評価
表４　QC成果発表評価シート
課題目： 部門：
チーム名：
評価点数
評価種目
??
評価項目
課題の選び方
1 課題はチーム全員の共通課題なのか 10 8 6 4
2 課題はチームの能力とスキルに適しているか
3 課題の状況は明確に把握しているか
4 課題を選ぶ理由は明確であるか
現状把握と
目標設定
5 現状は把握しているか 15 12 9 6
6 目標設定の根拠は明確であるか
7 目標を数値化して分析しているか
8 チームメンバーの役割分担は明確であるか
分析方法と
現状分析
9 分析手順 30 25 20 15
10 問題点の分析は適切であるか
11 現地現物で確認しているか
12 QC手法の運用と運用方法は適切か
13 現有技術は柔軟に運用できるか
対策と効果
及び標準化
14 問題点に対して対策は正しいか 25 20 15 10
15 目標達成と効果
16 改善活動から得られた成果は標準化できるか
17 改善活動を通して得られたものと今後の目標
改善活動に
おける役割
18 チームワークの能力を発揮できたか 20 15 10 5
19 チームメンバーは積極的に参加したか
20 チームメンバーのスキルは向上したか
発表 21 発表状態と発表ツールの運用
出所：会社資料より筆者が作成
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が与えられる。４項目合わせた満点は10で，次いで８点，６点，４点となっている。現状把握と目標
設定のカテゴリーでは現状が把握されているかどうか，目標設定の根拠は明確であるかどうか，目標
を数値化して分析しているかどうか，チームメンバーの役割分担は明確であるかどうか，という４つ
の項目について評価し，総合評価の点数は満点が15点，次いで12点，９点，６点となっている。分析
方法と現状分析のカテゴリーでは分析手順，問題点の分析が適切であるかどうか，現地現物で確認し
ているかどうか，QC手法の運用と運用方法が適切かどうか，現有技術を柔軟に運用できるかどうか
について採点し，総合評価の点数は満点が30点，以下25点，20点と15点となっている。対策・効果及
び標準化のカテゴリーでは問題点に対して対策が正しいかどうか，目標達成と効果，改善活動から得
られた成果は標準化できるかどうか，改善活動を通して得られたものと今後の目標という，４つの項
目を合わせて満点は25点，以下20点，15点と10点で総合評価される。改善活動における役割のカテゴ
リーでは，チームワークの能力を発揮できたかどうか，チームメンバーは積極的に参加したかどうか，
チームメンバーのスキルは向上したかどうかについて評価して，発表状況のカテゴリーでは発表状態
と発表ツールの運用について採点を行い，両カテゴリー合わせて満点が20点，次いで15点，10点，５
点となっている。
　優れた改善事例には以上のような評価に基づいて総合点が順位付けされ，順位に応じて表彰され，
賞状と報奨金が与えられるのである。表彰のランクには３等級があり，平均点数が85点以上であれば
一等級，76点〜84点は二等級，75点以下が三等級になる。
４．現場改善の実例
　一汽轎車における現場改善は大きく２種類に分けられる。それはエンジニアによる現場改善と従業
員による現場改善である。エンジニアによる現場改善は主に工場が大規模な生産ラインの見直しやレ
イアウトの変更などを行う際に行われる。これに対して，従業員の行う現場改善は日常の製造現場に
関する比較的簡単な改善であるが，工程内の効率向上に非常に役立つケースもあると言われている。
4.1　エンジニアによる改善事例
⑴　部品加工ライン
　2004年に一汽轎車が新しい工場に移転する際，エンジニアによって工程のレイアウトが設計し直さ
れ，不効率なラインが効率的なラインに改善された。
　旧工場のレイアウトでは，生産工程の調整や設備の更新により生産ラインが混乱し，何度か生産ラ
インの改善が試みられたが根本的な改善はできていなかった。図２に示されているように，旧レイア
ウトには21台の加工機械があった。しかし，生産工程の調整や設備の更新により，このラインには使
用されないまま放置されている加工機械が３台あった。ラインの真ん中の不要機械２台と第７工程の
右側の不要機械がそれであるが，この３台の不要機械はこの工程の大きな障害物となっていた。また，
第３工程と第14工程にはそれぞれ同じ機械が２台ずつ設置されていたために設備の稼働率が非常に低
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く，ムダが生じていた。さらに，この工程で作られる部品は非常に重いため，部品は機械の間に設置
した吊具（図中の ）を利用して次工程の加工機へ運搬されていた。こうした不効率な機械配置の
ために旧レイアウトの加工開始から完成までの部品のトータルの移動距離は148メートルに達してい
た。そして，新しい工場に引越しする前の統計によると，この工程で生産される部品で生産ラインに
滞留している未完成の仕掛品は合計294個もあった。
　新工場においては図３のように，工程レイアウトが著しく変更され，トヨタ自動車で考案されたU
字ラインのようになった。すなわち，旧工程において使用されず放置されていた不要機械３台は売却
され，また第４工程１台，第15工程１台，第16工程１台の合計３台の機械を減らしてラインを再設計
して工程を加工順に線形化して流れをつくり，一個流れの生産を実現した（ただし，第３工程の加工
機械は加工時間が長いため，同じ器械を２台設置しなければならなかった）。この加工ラインの改善
によってラインの区画面積を72㎡節約し，加工中の部品の移動距離も112メートル（すなわち旧レイ
アウトの75.6％）にまで短縮された。また，吊具を廃止し，部品の移動はローラー式の滑り台を使っ
出所：会社資料より筆者が作成（ ：吊具）
図２　旧生産ラインのレイアウト
出所：会社資料より筆者が作成（ ：滑り台）
図３　新しい生産ラインのレイアウト
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て行うように変更され，品質管理の向上も図られた。
　生産量の平準化を進めるとともに一個流れの生産が実現できたため，作業員についても改善前の18
人から５人削減されて13人で作業できるようになり，省人化と人件費の削減を実現することができた。
さらに，一個流れの生産により生産ライン内に滞留している部品数も276個削減して18個にすること
ができ，工程内に仕掛品が多く滞留するという無駄を省くことができた。
⑵　溶接を伴う部品組立工程の改善
　このような徹底的な改善は，機械加工ラインだけではなく，一汽轎車の他の製造ラインにも見られ
る。その一例として溶接を伴う部品組立工程の改善を紹介しておこう。
　図４のように，この改善前のラインでは，加工材料と完成品が同じ場所に保管され，作業員は加工
材料を取り，まず洗浄機にかけ，洗浄された部品を加熱し，加熱された材料を溶接作業機械に入れて
溶接し，溶接後に図中の１，２，３の組立作業台に移動し，組み立てて部品を完成させ，完成部品を材
料置場，次いで完成品置場に運んで，一連の作業が完結するというものであった。
　しかし，作業機器や作業場所と作業順序が一致しないために作業手順が煩雑であり，作業員２人の
チームは最大で１日800個しか生産できなかった。その原因は以下であった。
　① 器械や作業台の間の間隔が広がり過ぎていて，一番短いものでも３メートルもあったため，作業
員は加工材料を持ちながら１日に２キロ以上も歩かなければならなかったという歩行のムダが多
かった。
　② 加工材料と完成品が同じ置場に保管され，加工材料の運搬や完成品の引き取りに時間や余分な作
業がかかるというと運搬のムダが多かった。
　③ ２人の作業員が流れの悪い多数の機械を担当していたため，工程内仕掛品が多く，意図せざる手
持ちのムダも多かった。
　このため，2004年に新しい工場へ引越しする際に，この工程で生じていた問題点を改善すべく，新
出所：会社資料より筆者が作成
図４　溶接工程の改善前のレイアウト
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たなレイアウトが設計されたのである（図５）。
　新たな工程レイアウトでは，加工材料置場が完成品置場から離れたところに設置され，材料を材料
置場から取り出してすぐに洗浄機にかけられるようになっている。洗浄後，作業員は洗浄した材料を
隣の加熱機に運び，加熱した後に左側の溶接作業機械に入れて，溶接した後に溶接作業機械のすぐ近
くの作業台に運んで部品を組み立て，完成した部品を完成品置場に保管するという作業工程順の簡潔
な流れになった。新ラインは機械と機械の間の間隔が１メートル以内に短縮されており，工程間の流
れが作業順で簡潔になったことから作業員の一日の歩行距離も大幅に短縮され，旧ラインの2,000メー
トル以上から1,400メートルに短縮された。しかも，旧ラインは作業員２人が作業していたが，改善
後のラインでは１人で作業し，それにもかかわらず生産量は旧ラインの１日800個から1,100個に増加
している。よってラインの生産量は37.5％向上したが，労働生産性（一人当たりの生産量）は2.75倍
に上昇したのである。
⑶　部品組付け工程
　図６に示される工程では９種類の部品の取り付けが行われている。作業員は道具台と作業台の間を
およそ４回往復し，機械操作位置は１箇所のみで，しかもその位置は道具台の反対側にあり，部品を
取り付ける際に作業台を１周する必要があった。作業員の歩く距離が長く，また道具設置が密集しす
ぎていて必要な道具を選ぶのに時間がかかった。よって旧ラインの作業にはムダな歩行や動きが多く，
作業員への作業負荷も大きかった。
　改善後の工程（図７）では，作業中のムダを排除して作業をよりスムーズに行えるようにするため
に，まず道具台を３台に増やすことで密集し過ぎていた道具置場が分散され，それぞれの道具を使用
される場所に近い道具台に置けるようになった。また，操作台を改造し，機械の操作位置を２箇所に
増やすことで，作業中に作業員の手を届きやすくしている。
　図８と図９はこの工程の改善前と改善後の標準作業組合せ表であるが，このように，工程改善によっ
て，作業時間（実線部分）とそれ以外の移動時間（点線部分）を見ると，この工程の生産効率の上昇
出所：会社資料より筆者が作成
図５　溶接工程の改善後のレイアウト
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は，道具を取りにいく歩行時間が大幅に短縮され，移動時間が30秒短縮されたことによることが明ら
かである。すなわち，この改善により，作業員が道具を取る回数が１回減り，トータルの歩行距離が
13メートル短縮し，作業時間が30秒短縮したのである。こうして，改善前の総作業時間（作業時間プ
ラス移動時間）は214秒であり，正味の部品の取り付け・溶接時間は84秒であったが，改善後の総作
業時間は184秒，正味の部品の取り付け・溶接時間は54秒になった。言い換えれば，工程レイアウト
を変更することで歩行と運搬のムダをなくしたことで，生産効率が上昇したのである。
出所：会社資料より筆者が作成　
図６　改善前の作業員の動き
出所：会社資料より筆者が作成
図７　改善後の作業員の動き
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4.2　従業員による工程改善
　以上はエンジニアによる工程改善であるが，一汽轎車においては前述のように従業員も生産現場の
改善を日常的に行い，改善の範囲も広く，生産の効率化やコスト削減や従業員のモチベーションの向
上などに役立っている。
⑴　一般的改善プロセス
　一汽轎車の従業員のQCサークルによる現場改善のプロセスは以下のようである。
出所：会社資料より筆者が作成
図９　改善後の標準作業組合せ表
出所：会社資料より筆者が作成
図８　改善前の標準作業組合せ表
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　課題の選定については，作業チームが担当工程のラインストップや不良品等に関する項目別の統
計に基づき，生産に最も支障を来している問題を探りだす。探り出した課題は標準的なPDCA（Plan, 
Do, Check, Act）サイクルをまわして詳細な改善計画の策定と改善を行っている。
　一般に，P（計画）段階では，チーム全員が参加し，課題を選定し，現状を把握して，改善計画を
策定する。具体的には，チームリーダーが特性要因図及び５M１を考慮して要因分析を行う。分析によっ
て真因が明らかになれば，チームリーダーは改善計画の実行期間を定め，期間内にすべきことと実行
者を決める。指名されたチームメンバーは定められた期間内に自分が担当する問題に関する対策を考
え，チーム全員で協議して改善計画を確定することになる。D（実行）段階では，策定した改善計画
を実施する。C（効果確認）段階では，チームメンバー全員で改善の効果をチェックし，目標が達成
されたかどうかを評価する。そしてA（改善）段階において，目標が達成できていれば，標準作業書
を作成して，新たな標準作業書に従って生産を続けるとともに，将来の課題を検討するのである。
　以下ではこのようなプロセスによって進められたQCサークルによる現場改善の実例を紹介するこ
とにしよう。
⑵　改善事例
　以下で紹介する事例は2008年度QC成果発表会において審査員９人が平均点89点をつけた，一等賞
入賞の改善事例である。
　改善課題は「奔騰」のトランクパネル生産の効率化である。改善チームは７名，すなわち責任者で
あるチームリーダー１名（A），改善推進者１名（B）及びチームメンバー５名（１，２，３，４，５）に
よって構成されている。
　改善課題を選んだ理由はトランクパネルのプレス工程のラインストップ時間が長い，不良品率が高
い，SPM（strokes per minute）値がプレス工場の平均SPM値より低いという理由からであった。すなわち，
トランクパネル工程のラインストップ時間は１セットあたり平均30分に達していた（１セットとは鋼
板材料420枚）。原因はトランクパネルのシワ，ノビ，ワレといった不良品の発生であり，不良品率は
５％に達していた。また，センサーエラーやスクラップ排出できないことによるラインストップも発
生していた。こうして2008年１月から３月までの統計期間中のトランクパネルのSPMは７回／分であ
り，プレス工場の平均SPMが10回／分であることから，トランクパネル工程は著しく非効率であった。
　そのため，改善チームはPDCAサイクルによって改善計画を作成した。2008年３月に改善課題を選
定し，４月上旬に生産現場の現状を把握し，４月中旬までに目標を設定して改善計画を策定した。改
善目標は６月10日までに不良品率を５％から１％まで引き下げ，SPMを９回／分に，スクラップなど
によるラインストップ時間を０分にするということであった。以上の部分はいわゆるP段階であり，
チームリーダーを含むメンバー７人全員が参画した。D段階では４月中旬から４月下旬まで改善計画
に従って資材を調達して計画の実行の準備を行い，４月下旬から４月末までチームメンバーによって
計画を実行した。そしてC段階として４月末から５月上旬までチームメンバー全員が改善の効果確認
１　５Mとは人（Men），機械（Machines），材料（Materials），方法（Method），及び計測（Measurement）のことであるが，
場合によっては環境を考慮することもある。
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を行い，改善目標の不良品率を５％から１％まで引き下げ，SPMを９回／分に，スクラップなどによ
るラインストップ時間を０分にするという目標が達成できたことから，A段階に進み，６月上旬に作
業を標準化し，６月中旬から末までチームメンバー全員で次期の改善課題を探った。このPDCAに従っ
た改善活動の具体的内容は以下のごとくである。
　２つあるプレスラインのAラインの特性要因図及び５Mによる現状分析によって，真因は機械設備
にあり，プレス設備の構造的問題だと突き止めた。第１に，鋼板のコイルをカットして板取りした後
に，鋼板を１枚ずつ洗浄機で洗浄して油を塗布し，プレス機に送る前の仮置場に置く工程において，
洗浄機から排出された鋼板に踊り現象が生じて，鋼板を正常な位置に置くための余分な作業が必要に
なっていた。第２に，仮置場におかれた鋼板は吸盤によってプレスの第１工程（Aラインのプレスは
全５工程）に送られ，絞りが行われるのであるが，この絞りの工程でプレスされたトランクパネルに
シワが発生し，不良品が出ていた。よって，SPMを向上させるために鋼板の踊り現象とトランクパネ
ルのシワ現象を解決しなければならないという結論に達した。すなわち，鋼板の踊り現象を改善すれ
ば，作業のムダをなくすとともに，センサーエラーの発生頻度も抑えることができることが確認され
た。トランクパネルのシワ現象に関しては，金型を改造して，シワが発生しやすい箇所の下の金型の
空気圧を調整することによって改善できると判明した。このように真因が判明した後，改善チームの
メンバー２が資材調達をし，メンバー１，３，４が改造作業を進めた。
　鋼板の踊り現象を押さえるためには，図10のような改善が行われた。この図10の左側は改善前の様
出所：会社資料より筆者が作成
図10　材料の踊りの改善方法（略図）
出所：会社資料より筆者が作成
図11　トランクパネルのシワ対策
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子で，右側は改善後の様子である。改善前は洗浄機から出てきた鋼板が仮置場に投入されたときに鋼
板の位置がずれやすく，また鋼板を支える面積が小さいため，鋼板の踊り現象が発生しやすかった。
この現象について，改善チームは図のように鋼板の導入板を25ミリ増長し，鋼板をより精確に投入で
きるようにした。また，材料を支えるレールを50ミリ増長して，鋼板がレールの下にずれ込んでしま
うのを防ぎ，鋼板の踊り現象を抑えたのである。
　他方，トランクパネルのシワを防ぐためには，金型に空気圧シリンダーを２本取り付けるという対
策がとられた（図11）。圧縮された空気がシリンダーから下の金型に注入され，下の金型の中央部分
から空気が排出され，投入された鋼板が空気圧によって支えられ，中央部のたるみを防ぐように工夫
したのである。この改善では，チームメンバー１，３，４が金型の改造を行ない，チームメンバー５も
加わって，チームメンバー４人でプレス工程の調整を行っている。
　以上の２つの改善の結果について約１ヶ月間の効果確認を行い，この工程改善によってチームが設
定した目標より良い結果を得られたことがわかった。すなわち，SPMは７回／分から9.9回／分となり，
目標の９回／分を上回った。不良品率は５％から0.03％になり，センサーエラーによるラインストッ
プ時間も目標どおり０分となった。こうした評価の後，チームリーダー Aと改善推進者Bが新たな標
準作業書を作成したのである。
　この改善の経済効果については，年間生産台数を５万台として試算すると，ラインストップ時間の
削減，不良品率の低減及びSPMの向上により約113.04万人民元のコスト削減ができたと評価されてい
る。また，改善チームはこの改善を通して，金型の構造的問題の検討と真因分析能力の強化を将来の
課題として示していた。
５　結　　　論
　本稿は，中国の長春において自社ブランド車とマツダブランド車を生産する一汽轎車における製造
現場の改善活動と改善事例を紹介してきた。
　一汽轎車がトヨタ生産方式によって現場改善を進めている理由は，一汽がトヨタ生産方式の生みの
親である大野耐一氏から２度にわたって指導を受けたという歴史的経緯による。李（1996）及び佐藤
（2011）が詳述しているように，1981年の第２回目の招聘時には，モデルラインの設置を含む工程改
善の指導と助言が行われている。しかし，本稿の事例が示すように，一汽轎車においてトヨタ生産方
式に従った工程改善が本格的に進められるようになったのは，2004年に稼働を開始した新しい第１組
立工場の建設以降のことであった。
　本稿が紹介したように，一汽轎車の工程改善にはトヨタ自動車を始めとした日本の製造業企業にお
いてよく見られるようにエンジニアが行うものと，現場作業員が行うものの２種類が存在する。
　一汽轎車においてエンジニアが行う工程改善は，本稿で紹介した新工場建設時の製造ラインの設置
のように生産効率の向上のための大規模な製造ラインの組み替えや設備導入・変更を伴う大規模な改
善である。本稿の調査範囲でみれば，エンジニアによる改善は，トヨタ生産方式による改善の初歩的
な段階に属す「工程の流れ化」（基本的な考え方は大野1978，門田1986，石井2005，具体例としては
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関根1981，佐藤2011を参照のこと）によって歩行のムダや仕掛品のムダ（手持ちのムダ）等のムダを
省き，省人化を進めて生産効率を大幅に上昇させている。
　これに対して作業員が行う工程改善には，個人が行う改善提案のほかに，設置されたラインの問題
点を担当工程のチームがQCサークルとして集団で解決する改善活動がある。本稿の紹介したQC成果
発表会で１等賞受賞の改善事例は，チームリーダーを中心としたチームメンバーの改善能力を示すも
のであると言える。このように，一汽轎車は作業員による現場改善を制度化・日常化し，多大な成果
をあげていると説明されている。
　しかし，全体としてみると，一汽轎車はプレス工程におけるドイツのミューラーワインガルテン社
製プレス機の導入，ボディー工程や塗装工程におけるロボットの導入やラインの自動化，組立工程に
おける最新の設備の導入に象徴されるように，先進的な技術や設備によって品質や生産効率の向上や
タクトタイムの短縮を進めている。よって一汽轎車は基本的には，製造現場の工程改善・作業改善に
よって生産効率の向上と原価低減（特に労務費の低減）を図るトヨタ生産方式とは異なった，ハード
な技術を偏重した経営方針に従っていると言える。トヨタ生産方式の導入と言っても，トヨタ生産方
式によって生み出された改善手法の部分的な導入にとどまっているのである。しかも一汽轎車は，「世
界一」や「アジア一」を追求して膨大な資金を投入して最新設備を次々と導入したが，従業員の能力
と設備との間にアンバランスが生じ，また，製造現場の安全管理も十分とは言えないという問題を抱
えている。
　他方，従業員による改善提案制度も形骸化しつつである。改善提案の提出は収入を増加させる手段
だと考えて積極的に提案を行う従業員もいるが，改善提案は継続して行わなければならず，しかもい
つも優秀な提案をできるとは限らず，したがってレベルの高い優秀な改善提案は減少していった。ま
た，製造現場が取り組むべき問題には難度の高い改善作業を要するものが多く存在するが，こうした
改善は作業員チームの手に負えないものである。こうした難度の高い現場改善は，トヨタ自動車など
の日本のメーカーの工場では，工場内の技術員室と現場が協力し，場合によっては生産技術部にも協
力を要請して行うのであるが，一汽轎車にはそのような仕組みはできていない。
　よって全体として見れば，一汽轎車におけるトヨタ生産方式に従った改善活動は部分的で初歩的な
段階に留まっていると言えよう。もちろん，一汽轎車は天津一汽トヨタにおける現場管理者及びライ
ン労働者の研修を進めていることから，彼女・彼らは天津一汽トヨタにおいてOJTでトヨタ的な働き
方や現場管理法を学び，トヨタ生産方式の理解を深めていくと思われる。
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